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参考：厚生労働省「カスタマーハラスメント対策企業マニュアル（ 2022.2 ）」
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放置すれば、職員個人の問題に留まらず、
医療機関の根幹を揺るがす事態に発展します

カスハラが及ぼす「３つの悪影響」
医療・福祉業界のカスハラの実態

出所：厚生労働省「令和 5年度職場のハラスメントに関する実態調査報告書」図表 29（ 46頁）より作成
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出所：厚生労働省「令和 5年度職場のハラスメントに関する実態調査報告書」図表 54（ 62頁） より作成

迷惑行為の実態：言葉と態度による支配
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上司等からパワーハラスメントを受けた（2020年度より追加）

（ひどい）嫌がらせ、いじめ・嫌がらせを受けた

セクハラを受けた

上司とのトラブルがあった

顧客や取引先、施設利用者等から著しい迷惑行為を受けた(2023年度より追加）

うち自殺

ハラスメント関連精神障害の労災支給決定件数

出所：厚生労働省「過労死等の労災補償状況（平成28年度～令和７年度）」、「精神障害の労災補償状況（令和7７年度）」

カスタマーハラスメント
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刑事上の犯罪の成立
（刑事告訴の検討）

民事上の損害賠償請求
（不法行為）

契約上の対応
（診療拒否）

カスタマ―ハラスメント行為の具体例とその効果

• 出所：事業主が職場における顧客等の言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（令和８年厚生労働省告示第５１号）
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昭和24年９月10日医発752号（過去の通知）
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診療の求めに応じないことが正当化される３つの判断基準

令和元年12月25日 医政発1225第4号

応招義
務
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診療拒否が正当化される場合の考え方（通知に基づく）

時間帯 緊急対応が必要 緊急対応は不要

勤務時間内

医療提供が必要。

しかし、専門性や設備等を考
慮し、事実上診療が不可能と
いえる場合にのみ、診療しな
いことが正当化される。

原則として医療を提供する必要が
ある。
しかし、緊急時性がある場合と比
較して、患者との信頼関係等も考
慮して、緩やかに判断される。

勤務時間外
応急的に必要な処置をとるこ
とが望ましいが、原則として
責任を問われることはない。

即座に対応する必要はなく、診療
をしなくても、責任を問われるこ
とはない。
ただし、時間内に受診するよう依
頼したり、他の病院を紹介したり
することが望ましい。

令和元年12月25日 医政発1225第4号



診療を拒否しても、直ちに民事責任に結びつくものではないが、応招義務には患者保護の側面があるとして、
診療拒否があった場合、正当事由に該当する具体的な事実を、医師側が主張・立証しない限り、医師の過失
を一応推定するべき。

（神戸地裁平成４年6月30日決定）

職員を守る「正確かつ丁寧な記録」の励行
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使用者に課せられた「安全配慮義務」

使用者がハラスメント行為を認識していたか、認識できたにもかかわらず、適切な
対応をとらなかった場合、使用者の職場環境配慮義務等への違反が認められうる。
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臨床的なケアとは切り離し、「ハラスメントとは別の対応」を検討する必要があります。

認知機能低下や不穏を前提とした専門的介入

ＢＰＳＤを考慮した治療プロセス

医療機関として職員の身を守る責任

職員の労働安全の確保

ＢＰＳＤと安全配慮の明確な分離

※BPSD（認知症の行動・心理症状：暴力・暴言、徘

徊、抑うつ、不穏など）が疑われる場合、それを病態

の特性として理解した上で、最善の医学的ケア、薬

物・非薬物的アプローチを臨床現場として検討する。

たとえ認知症等の病状が原因の暴言・暴力であって

も、「職員が危険に晒されて良い理由にはならない」

という大前提。 現場の一人の職員にすべてを背負わせ

ず、複数人対応や警備連携などの組織的防御体制を並

行して機能させる義務がある。

出所：「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル令和４（20２２)年３月改訂」株式会社 三菱総合研究所

臨床的ケア 安全配慮義務（組織対応）



【判旨】

「‥‥‥看護師がせん妄状態，認知症等
により不穏な状態にある入院患者から暴
行を受けることはごく日常的な事態で
あったということができる。‥‥‥この
ような状況下において，被告としては，
看護師が患者からこのような暴行を受け，
傷害を負うことについて予見可能性が
あったというべきである。」

「‥‥‥このような入院患者による暴力
行為を完全に回避、根絶することは不可
能であるといえるが、Yとしては「看護
師の身体に危害が及ぶことを回避すべく
最善を尽くすべき義務があった
‥‥‥。」

「直ちに応援に駆け付けることを周知徹
底すべき注意義務を負っていた。」 16

病院に

✓ 看護師が暴行を受け、傷害を
負うことに予見可能性があった。

✓ 完全回避が不可能でも「最善を
尽くす義務」がある。

✓ 直ちに応援に駆け付ける体制の
「周知徹底」が必要。

看護師は入院中の不穏な患者（せん妄状態、認知症等）から日常的に暴行を受けていた
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傷害罪 刑法204条 人の体を傷つける
15年以下の拘禁刑または
50 万円以下の罰金

暴行罪 刑法208条
暴行を加えたものが人を
傷害するに至らなかった
場合

２年以下の拘禁刑若しく
は 30 万円以下の罰金
又は拘留若しくは科料

脅迫罪 刑法222条

生命、身体、自由、名誉
または財産に対し害を加え
る旨を告知して人を脅迫
した

２年以下の拘禁刑または
30 万円以下の罰金

恐喝罪
刑法249条 
第１項 

人を恐喝して財産を交付
させた

10 年以下の拘禁刑 

恐喝罪
刑法249条 

第２項

前項の方法により、利益を

得又は他人にこれを得さ

せた

10年以下の拘禁刑

恐喝未遂罪 刑法250条 第37章の未遂 10年以下の拘禁刑 

カスタマ―ハラスメントが抵触する法律 
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強要罪 刑法223条

生命・身体、自由、名誉若

しくは財産に対し害を加

える者を告知して脅迫し、

又は暴行を用いて、人に義

務のない事を行わせ、又は

権利の行使を妨害 

３年以下の拘禁刑

名誉棄損罪 刑法230条
公然と事実を摘示し、人の
名誉を棄損した（事実の有
無に限らない）

３年以下の拘禁刑若しく
は禁固又は50万円以
下の罰金 

侮辱罪 刑法231条
事実を摘示しなくても、公
然と人を侮辱した 

１年以下の拘禁刑若しく
は３0万円以下の罰金又
は拘留若しくは科料

信用棄損罪
及び偽計業
務妨害罪 

刑法233条 

虚偽の風説を流布し、又は
偽計を用いて、人の信用を
棄損し、又はその業務を妨
害した 

３年以下の拘禁刑または
50万円以下の罰金

カスタマ―ハラスメントが抵触する法律 
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威力業務妨
害罪

刑法234条
威力を用いて人の業務を

妨害 

３年以下の拘禁刑または
50万円以下の罰金

住居侵入罪 刑法130条

正当な理由がないのに、人
の住居若しくは人の看守
する邸宅、建造物若しくは
艦船に侵入し、又は要求を
うけたにもかかわらずこ
れらの場所から退去しな
い

３年以下の拘禁刑又は
１0万円以下の罰金 

器物損壊罪 刑法261条
他人の物を損壊し、又は傷
害した 

３年以下の拘禁刑又は
30万円以下の罰金若しく
は科料

カスタマ―ハラスメントが抵触する法律 
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１．事前対応 ２．実対応 ３．事後対応
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出所：蒔田覚『医療現場における対人トラブル対応の手引き－患者対応から職員管理まで－』新日本法規出版株式会社 （2023.8）
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マニュアル例
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大阪府カスタマーハラスメント対策支援資料集
https://www.pref.osaka.lg.jp/o110050/keieishien/customer/shien.html
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あかるい職場応援団（厚生労働省）
https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

こころの耳（厚生労働省）
https://kokoro.mhlw.go.jp/

カスタマーハラスメント対策支援資料集（大阪府）
https://www.pref.osaka.lg.jp/o110050/keieishien/customer.htm

カスタマー・ハラスメント防止のための各団体共通マニュアル（東京都）
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/plan/kasuharamanual/index.html

参考サイト



１．事前対応 ２．実対応 ３．事後対応
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医療現場での最大の失敗は、「担当者一人がその場で耐え、解決しよう
と抱え込むこと」です。
組織として明確な引き継ぎと対応ルールを定め、以下の3つのステップ
で対処します。



警察との連携（相談・通報をためらわない）

令和４年６月２０付警察庁通達

①各都道府県医師会との間で医療従事者等の安全確保を図るとともに、

②各都道府県医師会等からの相談、110番通報等がなされた場合には、
その内容に応じて指導、助言、検挙等の必要な措置を確実に講ずる。
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カスタマーハラスメントに発展した原因 (複数回答)

出所：令和 6年度（ 2024年度）厚生労働省委託事業「業種別カスタマーハラスメント対策 企業マニュアル スーパーマーケット業編」より作成

「対応遅延（71.2％）」に加え、「説明不足（63.6％）」や「誤説明（39.4％）」など、

接客・コミュニケーションに起因する要因が上位を占めている。
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相手の言い分を遮らずに聴き、
怒りのトーンを下げる。
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ハラスメント、暴力等に関する報告書例
項   目 入力・記載内容 

1. 基本情報 
 

報告日 20__ 年 ____ 月 ____ 日 

報告者名 （氏名を記入）： □ 本人 □ 代理（氏名：      ） 

所属部署 
 

発生日時 20__ 年 ____ 月 ____ 日 ____ 時 ____ 分頃 

発生場所  

2. 当事者情報  

行為者（加害者） 氏名： 

性別：□ 男 □ 女  年齢：____ 歳（生年月日：     ） 

区分：□入院患者 □ 外来患者 □患者家族 

 □ その他（     ） 

被害者 □報告者本人  

□その他（氏名：       所属：         ） 

負傷の有無：□有（内容：        ） □無 

3. 事案の詳細 
 

ハラスメント・暴力の内容 □身体的暴力 □ 言葉による暴力 □性的暴力□ 器物損壊行為 

ハラスメントレベル □ レベル 1 □ レベル 2 □レベル 3 □ レベル 4 □レベル 5 

器物破損の有無 □ 有（内容：          ） □無 

発生時の状況 
 

要望 □傾聴 □ 調査 □後日回答 □ 改善 □ 謝罪 □弁償 

□その他（     ） 

4. 対応・処置 
 

発生時の対応と結果 （その場で行った対応とその後の結果を記入） 

受診の有無 □ あり（医療機関名：      ） □ なし 

警察への通報有無 □あり（警察署名：       ） □ なし 

負傷後治療および仕事への

影響 

（現在の治療状況や、業務への支障について記入） 

5. 管理・確認 
 

受理日 20__ 年 ____ 月 ____ 日 

受理者（署名欄） 
 

所属長（検印・署名欄） 
 32



１．事前対応 ２．実対応 ３．事後対応
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✓ クレームは組織に対するものです。
個人に背負わせず統一的な組織対応を行いましょう。

✓ 組織が毅然とした対応指針と正しい仕組みを持つことで、
職員は安心して働くことができます。

✓ 相談・警察通報をためらわない関係構築が、安全な勤務環
境改善を確立する最大の近道です。

本日のまとめ
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